
公共施設マネジメントの取組
と

光が丘地区の現状など



公共施設のあり方の見直し

・昭和４０年代～５０年代の人口急増期に多くの公共施
設を整備
・これらの施設の老朽化が進み、今後、改修や建替え（更
新）に多額の費用が必要
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 「施設の老朽化」や「人口減少・少子高齢化」「社会・環境の変化」など、公共施設を取り巻く
環境は時代とともに大きく変化しています。

・人口減少や少子高齢化が進行（2015年⇒2065年）
・日本の人口は、１億２、７０９万人⇒ ８，８０８万人
・高齢化率は、２６．６％⇒３８．４％

・今後想定される大規模災害への備え
・個人の趣味や活動の多様化など、求められる役割の変化
・技術革新によるサービスのあり方の変化
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1965年～1985年（昭和40
年～60年）までの20年で30
万人以上の増加

２０４１年
人口約６６万人
高齢化率３６％

１９８５年
人口約５５万人
高齢化率６％

２０６５年
人口約５４万人
高齢化率４１％

２０１５年
人口約７２万人
高齢化率２４％

出典︓２０１５年国勢調査に基づく相模原市の将来人口推計（平成30年3月）

人口減少・少子高齢化
 相模原市では、２０１５年時点で人口約７２万人、高齢化率２４％となりました。
 今後も人口減少が進み、２０６５年には人口約５４万人（２０１５年から約１８万人
減少）、高齢化率４１％ （２０１５年から１７％増加）の予測です。
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 相模原市の公共施設は、全体の約60％が築30年超えており、老朽化が進行しています。
 今後、多くの施設が一斉に改修や建替え（更新）の時期を迎え、多額の費用が必要となる
見込みです。

 人口減少や少子高齢化が進み、厳しい財政状況が見込まれる中、今あるすべての施設をこれ
までと同様に維持していくことは困難な状況です。

全体の約６０%が
築３０年超

これだけの建物を一
斉に建て替えるお金が
あるのか心配だな。
その後につくった建物
の修理も必要だし、
困ったな。

公共施設の老朽化と改修・更新費用の確保
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施設の整備・維持にかかる将来負担の増加
 公共施設は建設して終わりではなく、その後の維持に多額の費用がかかります。そして、その費
用の多くは税金で賄われています。

ボロボロの危ない施設
ばかり

建設費

修繕費
改修費

運用費
（光熱水費等）

保全費
（保守・清掃等）

一般管理費

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）概念図

建
設
後
に
か
か
る
費
用

借金して整備

税金で維持

将来世代の負担に・・・

なんでぼくたちが負担し
なくちゃいけないの︖
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 相模原市では、公共施設の老朽化や施設を取り巻く環境の変化を踏まえ、公共施設マネジメ
ントの取り組みを進めるための方針や計画を作成し、相模原市らしい施設づくりを考えていま
す。

次世代に引き継ぐための公共施設のあり方

・人口減少
・少子高齢化、生産年齢人口の減少
・コミュニティの希薄化
・格差社会問題 など

人口・社会構造
・コンパクトシティプラスネットワーク
・ＩＣＴの普及
・高齢社会への対応
・子育て支援の充実 など

時代の変化・ニーズ

工夫しながら、時代に合った、
相模原市らしい施設づくりを考
えよう

今のままで
良いのかな︖

老朽化

相模原市では、公共施設マネジメントの
取り組みを進めるための

方針や計画を定めています。
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Ｈ23～ Ｒ3～

長寿命化計画
（「学校」「市営住宅」「一般公共建築物」）
 計画的な改修・更新

公共施設
の実態把握

公共施設マネジメント
の方針策定

個々の施設の
実施計画の策定

実施計画の実践
評価・検証・改善

具体的な事業の実施

 城山地区をモデルにH29～
R1にかけて再編・再整備事業
を実施

 次なる先導的な取組として、
施設の老朽化や地域課題が
多い、「光が丘地区」と「津久
井地区」において再編・再整
備を検討

「公共施設の保全・利活用基本指針」
 公共施設マネジメント基本方針
 将来コストの削減方策

「公共施設白書」
公共施設の実態把握

「公共施設マネジメント推進プラン」
 基本的な施設配置の考え方
 地域ごとの将来の施設配置の方向性

延床面積20％削減
保全の考え方の見直し
民間活力の活用等

計画的な維持保全

集約化や複合化等に
より、施設総量を削減

４割相当のコスト
削減が必要

現在の取組

本市におけるこれまでの公共施設マネジメントの取組と今後の取組

６

「ＰＰＰ（公民連携）活用指針」
 民間活力の活用の基本的な考え方
 ＰＦＩ等による更なる民間活力の推進民間活力の活用の

推進



光が丘地区の現状など



光が丘地区の地勢・特色
 本地区は、中央区の中央に位置し、上溝駅等の鉄道駅に比較的近い立地です。
 人口急増期に、住宅地が一斉に整備され、良好な住環境が形成されています。（黄色）
 村富相武台線などの幹線道路沿道では、商業施設などが多く立地しています。（橙色）

7
出典︓相模原市都市計画マスタープラン



光が丘地区の人口推計
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2020年

26,679人

2040年

22,088人
2020と比べて

約17%
減少見込み

2020と比べて

約33%
減少見込み

2060年

17,911人

 人口推計では、今後一貫して人口が減少し、少子高齢化が進行する見込みです。

2022

出典︓2015年国勢調査に基づく
相模原市の将来人口推計



光が丘地区の公共施設の状況
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 小・中学校の児童生徒数の減少に伴う学習環境のあり方の検討を行い、市教育委員
会において、「令和７年４月を目途に、青葉小学校を閉校し、光が丘小学校、陽光台
小学校、並木小学校に再編する」という対応方針が定められたところです。（R3.８）

 療育センター陽光園、陽光台保育園など、子どもが利用する地区内の公共施設の多く
が築４０年以上を経過しており、建て替えなどを検討する時期を迎えています。

地区内の公共施設の多くが老朽化していく中においては、施設の複合
化や多機能化、集約化を図りながら地域の交流拠点を形成し、地域
にとって必要な公共サービスの提供を目指す。

（公共施設マネジメント推進プランより抜粋）

【光が丘地区の公共施設の施設配置の方向性】



並木小学校
建設年度 S49-S50
延床面積 7,002㎡
※学習環境のあり方検討対象

光が丘連絡所
建設年度 H10
延床面積 60㎡
※行財政構造改革プランの見直し対象

光が丘公民館
建設年度 S59
延床面積 1,004㎡
※長寿命化改修検討対象

青葉小学校
建設年度 S52-S53
延床面積 5,718㎡
※学習環境のあり方検討対象

青葉児童館
建設年度 S50
延床面積 253㎡
※行財政構造改革プランの見直し対象

光が丘児童館
建設年度 S46
延床面積 196㎡

光が丘小学校
建設年度 S44-H2
延床面積 7,876㎡
※学習環境のあり方検討対象

陽光台小学校
建設年度 S50-S51
延床面積 6,409㎡
※学習環境のあり方検討対象

療育センター陽光園
建設年度 S49－H5
延床面積 3,290㎡
現地建替えは、敷地規模や周辺状
況から、課題が多い。

陽光台保育園
建設年度 S49
延床面積 718㎡
現地建替えは、敷地規模や周辺状
況から、課題が多い

上溝保育園

学校法人相模中央学園
認定こども園
中央幼稚園

こひつじ保育園

認可保育園、認定こども園

緑が丘中学校

緑が丘分署

陽光台公民館

陽光台こどもセンター
陽光台児童クラブ

併設：光が丘児童クラブ

並木こどもセンター
並木児童クラブ

※市営住宅、消防団詰所は除いています。

併設：青葉小学校放課後子ども教室・青葉児童クラブ

築４６年

築４６年

築４５年

築５２年
築４９年

築４３年

築２３年

築４６年

築３６年

築４６年

※建設年度は、棟ごとに表しています。
（古い棟－新しい棟）

光が丘地区の公共施設の状況マップ

10



取組の方向性
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青葉小学校の閉校後の跡地（既存ストック）は、「避難所としても使
える、子どもや地域の活動の場」を基本とした利活用を検討します。

既存ストックの活用を想定した公共施設の再編・再整備を地域ととも
に検討します。

【市の方針】
〇老朽化が顕著である『療育センター陽光園』
『陽光台保育園』で利活用する。
〇再編後に生まれる『未利用資産』（現療育
センター陽光園の土地など）は、市の財政状
況も踏まえた売却、貸付などによる財源確保を
検討する。

【地域とともに考えていくこと】
〇地域課題や周辺公共施設の状況を踏ま
え、 『地域にとって必要なサービス・機能』で
の利活用を検討する。

一体的な
活用



既存ストック（小学校）の内容

校 庭
Ａ棟

Ｂ棟

給食室棟

Ｃ棟

屋内
運動場プール

『内部空間』と『外部空間』の両方からの配置検討が必要（ハード）
『施設』や『敷地』の管理手法の検討が必要（ソフト）

〇 内部空間
・教室棟（Ａ、Ｂ、Ｃ）
・給食室棟
・屋内運動場
・その他倉庫など

〇 外部空間
・駐車場
・校庭
・プール
・樹木 など

既存ストックの内容

12

検討にあたっては・・・・

約1050㎡

約2650㎡

約750㎡

約250㎡

約700㎡

約5250
㎡



既存ストックを活用した跡地活用の検討
 療育センター陽光園、陽光台保育園で、現在の小学校の延床面積のうち、約６５％を
活用する見込みです。

 それ以外の約３５％の諸室の使い方（屋内運動場を含む）や、校庭等の活用方策
について、市民参画等を踏まえて検討していきたいと考えています。

13

52%

13%

13%

22%
小学校の
延床面積
約5400㎡

学校用地を活用した場合の延床面積や校庭面積の割合
（※1.2.3 今後の検討により変更がある場合があります。）

諸室の使い方検討
約１２００㎡

療育センター陽光園
約２８００㎡ ※1

陽光台保育園
約７００㎡ ※2

倉庫等の面積は除く

諸室の使い方検討
（屋内運動場）
約７００㎡

※１ 市療育センター再整備基本計画
における検討状況による暫定面積

※２ 現状の保育園の面積

13%

10%

77%

小学校の
校庭面積
約5250㎡

園庭
（療育センター陽光園）
約７００㎡ ※３

園庭
（陽光台保育園）
約５００㎡ ※３

※3 現状の園庭面積

※3 現状の園庭面積

スペースの使い方検討
約４０５０㎡



次回（第２回）ワークショップのお知らせ
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開催日︓令和３年１２月１９日（日）
時間︓午後２時００分から午後４時３０分まで
集合場所︓光が丘公民館 大会議室

第２回ワークショップテーマ

跡地活用のイメージ
施設を見て、既存ストックを使ってやりたいことなど
を考えよう！

※現地（学校）視察を予定していますので、歩きやすい服装でお越しください。
※開催１週間前までに、開催通知を送付しますので、通知内容をご確認下さ
い。


